
Ⅲ 主 要 事 業 の 概 要 

農地整備課  

【令和４(2022)年度当初予算】                           (単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

１ 農業農村整備事業計画調 

査費 

[継続] 

  

  予 算 額   178,865 

     国 庫     84,950 

     特 定    42,775 

     一 財    51,140 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 競争力のある生産性の高い基盤づくりや農業水利施設の長寿命化対策、

防災減災対策などを計画的に推進するため、農業農村整備事業の計画書作

成に向けた調査計画を実施する。 

 

(1) 土地改良事業計画調査費(国庫)                          138,770  

  ① 土地改良事業計画調査費 (委託)          135,000   

(農地整備事業、水利施設整備事業、中山間地域総合整備事業、 

農村地域防災減災事業)                   

   ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：県営農業農村整備事業の採択に必要となる事業計画書

を作成するための基礎調査や計画設計等 

  ・実施予定数：７地区(新規４、継続３) 

  ・負 担 割 合：農地整備事業 

国 5/10、県 2.5/10、市町 2.5/10 

中山間地域総合整備事業 

国 5.5/10、県 2.25/10、市町 2.25/10 

水利施設整備事業・農村地域防災減災事業 

国 10/10 

  ② 水利用調査調整事業費 (補助)                        3,770   

   ・事 業 主 体：市町等 

  ・補 助 対 象：許可水利権の新規取得又は更新に必要な水利用調整に

係る調査、解析等 

  ・実施予定数：２地区(新規２)  

・負 担 割 合：国 5/10、県 1.5/10、市町等 3.5/10 

 

(2) 土地改良事業計画調査費(県単)                     40,095  

  ① 土地改良事業計画調査費 (委託)                     33,800   

(農地整備事業、水利施設整備事業) 

   ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：県営農業農村整備事業の採択に必要となる事業計画書

を作成するための基礎調査や計画設計等 

  ・実施予定数：14 地区(新規１、継続 13) 

  ・負 担 割 合：県 5/10、市町 5/10 

  ② 換地等調整事業費 (補助)                   6,295   

   ・事 業 主 体：市町 

  ・補 助 対 象：県営農業農村整備事業の調査計画を円滑に推進するた

めの地区内農地等の状況調査 

  ・実施予定数：６地区(新規３、継続３) 

・負 担 割 合：県 5/10、市町 5/10 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

農地整備課  

(単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

２ 農地整備事業費 

[継続] 

 

  予 算 額  2,848,000 

     国 庫    1,429,000 

     特 定    565,600 

   県 債    848,000 

     一 財      5,400 

 

 

 

 

 

 

 

 意欲ある担い手の経営規模拡大と生産性向上を図るため、農地中間管理

機構を活用した担い手への農地集積・集約化や土地利用型園芸の振興、更

には、スマート農業に対応できる農地の大区画化・汎用化等を推進する。 

  

(1) 農地整備事業費(経営体育成型)                        2,808,000  

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：区画整理 110.1ha 等 

・実施予定数：22 地区(新規２、継続 20) 

・負 担 割 合：国 5/10、県 3/10、地元 2/10 

 

(2) 農地整備事業費(機構関連型)                             40,000  

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：道路工 700m  

・実施予定数：１地区(継続) 

・負 担 割 合：国 6.25/10、県 2.75/10、地元 1/10 

 

 

３ 農地集積促進事業費 

[継続] 

 

   予 算 額   148,285 

     国 庫       75,401 

     特 定       

     一 財       72,884 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業生産基盤の整備を契機に、地域ぐるみの話し合いによって地域農業

の担い手や導入作物を明確化するとともに、農地中間管理機構を活用した

担い手への農地集積・集約化を促進し、農業生産性の向上に資する。 

 

(1) 農地集積促進事業費(農地整備型)              147,190  

  ① 高度土地利用調整指導事業費               220   

    ・事 業 主 体：県 

   ・事 業 内 容：事業推進上の調整及び土地改良区等の指導 

   ・実施予定数：22 地区(新規２、継続 20) 

    ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

  ② 高度土地利用調整調査・調整事業費 (補助)       6,240   

    ・事 業 主 体：土地改良区等 

   ・補 助 対 象：土地改良区等が行う土地利用調整活動等 

   ・実施予定数：22 地区(新規２、継続 20) 

   ・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、地元 2.5/10 

 ③ 高度経営体集積促進事業費                  12,800   

    ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：高度経営体への農地利用集積率に応じた促進費の交付 

  ・実施予定数：２地区(継続２) 

    ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

 ④ 特定高度経営体集積促進事業費                        4,400   

    ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：特定高度経営体への農地利用集積率に応じた促進費の 

交付 

  ・実施予定数：１地区(継続) 

    ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

 

 

 

 

 



 

農地整備課  

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 中心経営体農地集積促進事業費                      123,530   

    ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：中心経営体への農地利用集積率に応じた促進費の交付 

  ・実施予定数：３地区(継続３) 

    ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

 

(2) 農地集積促進事業費(水利施設整備型)                       560  

 高度土地利用調整調査・調整事業費 (補助) 

・事 業 主 体：土地改良区等 

・補 助 対 象：土地改良区等が行う土地利用調整活動等 

・実施予定数：１地区(継続) 

・負 担 割 合：国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

(3) 農地集積促進事業費(機構関連型)                           535  

 ① 高度土地利用調整指導事業費                    10   

    ・事 業 主 体：県 

  ・事 業 内 容：事業推進上の調整及び土地改良区等の指導 

  ・実施予定数：１地区(継続) 

    ・負 担 割 合：国 6.25/10、県 3.75/10 

② 高度土地利用調整調査・調整事業費 (補助)           525   

    ・事 業 主 体：土地改良区等 

  ・補 助 対 象：土地改良区等が行う土地利用調整活動等 

  ・実施予定数：１地区(継続) 

  ・負 担 割 合：国 6.25/10、県 2.5/10、地元 1.25/10 

 

４ 土地改良換地清算費 

[継続] 

   

  予 算 額    403,770 

     国 庫     

     特 定     403,000 

     一 財       770 

 

 県営土地改良事業における換地処分に伴う清算金の支払・徴収を行う。 

 

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：従前地と換地との評価差額の清算 

・地 区 数：５地区 

・換地処分面積：426.1ha 

 

 

５ 水利施設整備事業費 

[継続] 

 

   予 算 額  1,190,871 

     国 庫   687,159 

     特 定    316,853 

   県 債   167,000 

     一 財     19,859 

 

 

 農地の汎用化や集積・集約化に併せて、水管理の合理化・省力化による

農業生産性の向上を図るため、農業水利施設の計画的かつ効率的な整備・

更新を推進する。 

 

(1) 県営かんがい排水事業費                 22,000  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：基幹的農業水利施設の整備・改修等 

 ・実施予定数：１地区(継続) 

 ・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、地元 2.5/10 

 

 

 



 

農地整備課  

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 基幹水利施設ストックマネジメント事業費         583,135  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：国・県営事業によって造成された農業水利施設における 

機能保全計画の策定及び長寿命化対策工事の実施 

 ・実施予定数：12 地区(新規 10、継続２) 

 ・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、地元 2.5/10 

                国 10/10 

 

(3) 地域農業水利施設ストックマネジメント事業費 (補助)  127,500  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：団体営事業等によって造成された農業水利施設における 

機能保全計画策定及び機能保全対策工事の支援 

 ・実施予定数：８地区(新規８) 

 ・負 担 割 合：国 5/10[5.5/10]、県 1.5/10[2.0/10]、地元 3.5/10[2.5/10] 

        国 10/10  

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

(4) 農業水利施設保全合理化事業費                     45,400 

 ・事 業 主 体：県、市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：水管理の合理化・省力化のためのゲート、分水工の自動

化や ICT を活用した水管理システム導入等の整備 

 ・実施予定数：２地区(新規１、継続１) 

 ・負担割合：(県 営)国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

        (団体営)国5/10[5.5/10]、県1.5/10[2/10]、地元3.5/10[2.5/10]

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

(5) 水利施設整備事業費(農地集積促進型)                 412,836  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：担い手への農地集積・集約化に資する農業水利施設の整

備・更新等 

 ・実施予定数：２地区(継続２) 

 ・負 担 割 合：国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

        ※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

 

６ 農地耕作条件改善事業費 

[継続] 

 

  予 算 額     595,740 

     国 庫      456,130 

     特 定         

     県 債      125,000 

     一 財       14,610 

 

 

 

 

 農地中間管理事業と連携した担い手への集積・集約化を促進し、農業生

産性の向上を図るため、地域の実情に応じたきめ細かな農業生産基盤の整

備を行うとともに、スマート農業技術の導入を促進する。 

 

(1) 団体営農地耕作条件改善事業費 (補助)              595,740  

  ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：農業用用排水施設や農作業道などの整備 

 ・実施予定数：24 地区(新規 13、継続 11) 

・負 担 割 合：国 5/10[5.5/10]、県 1.5/10[2/10]、地元 3.5/10[2.5/10]  

         ※[ ]過疎、山振、特農等の場合  

 

 



 

 

農地整備課  

 (単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

７ 土地改良施設管理費 

[一部新規] 

 

  予 算 額    46,235 

     国 庫          

     特 定         

     一 財    46,235 

 

 

 

 

 

 

 農業水利施設の機能保持、耐用年数の確保のための修繕・補修や防災・

減災対策、施設管理の省エネ化・省力化のための施設整備等を支援する。 

 

(1) 土地改良施設維持管理適正化事業費                   45,711  

① 施設整備補修事業 (一部補助)                       43,623 

・事 業 主 体：栃木県土地改良事業団体連合会 

 ・補 助 内 容：農業水利施設の維持管理を行う土地改良区等に対して、 

栃木県土地改良事業団体連合会が行う助成事業(５年間

の資金拠出)への支援 

 ・積立地区数：77 地区(新規９、継続 68) 

 ・補 助 率：3/10 

② 防災減災機能等強化対策事業[新規] (補助)           2,088 

・事 業 主 体：栃木県土地改良事業団体連合会 

 ・補 助 内 容：防災・減災、省エネ・省力化のための施設整備を行う土

地改良区等に対して、栃木県土地改良事業団体連合会が

行う助成事業(５年間の資金拠出)への支援 

 ・積立地区数：５地区(新規５) 

 ・補 助 率：2/10 

 

(2) 排水機場維持管理経費 (補助)                 524  

 ・事 業 主 体：土地改良区 

 ・補 助 内 容：農地の湛水被害防除を目的として、渡良瀬川周辺地域に 

設置された排水機場の維持管理に要する動力費、人件費 

への支援 

 ・実施予定数：２団体(４施設) 

 ・補 助 率：1/2(動力費)、1/3(人件費) 

 

 

８ 農村地域防災減災事業費 

[継続] 

 

   予 算 額  1,225,206 

     国 庫    1,078,550 

     特 定       46,894 

   県 債       89,000 

     一 財       10,762 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 豪雨や地震等による災害を未然に防止し、農村地域における防災力の向

上を図るため、脆弱化した農業水利施設の整備・補修を実施するととも

に、防災重点農業用ため池の集中的かつ計画的な防災対策を推進する。 

 

(1) 農業用河川工作物応急対策事業費                137,000  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：治水上課題のある農業用河川工作物(頭首工、水門、 

樋管等)の整備・補強 

 ・実施予定数：２地区(新規１、継続１) 

 ・負 担 割 合：国 5.5/10、県 3.7/10、地元 0.8/10 

  

(2) ため池整備事業費                              105,800  

 ・事 業 主 体：県、市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：老朽化等によって災害発生のおそれのあるため池の整備 

 ・実施予定数：２地区(継続２) 

 ・負担割合：(県  営)国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

        (団体営)国 5/10[5.5/10]、県 1.5/10、地元 3.5/10[3/10] 

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

 

 



 

農地整備課  

 (単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 (3)用排水施設整備事業費                                70,000  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：築造後の状況変化により早急に整備を要する用排水施設

の改修整備 

 ・実施予定数：１地区(継続) 

 ・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、地元 2.5/10 

 

(4) 土地改良施設突発事故復旧事業費                 16,206  

 ・事 業 主 体：県、市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：パイプラインの破裂など突発的な事故に係る復旧工事 

 ・負担割合：(県 営)国 5/10[5.5/10]、県 3.2/10、地元 1.8/10[1.3/10] 

         (団体営)国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

(5) 震災対策農業水利施設整備事業費 (補助)              6,700  

 ・事 業 主 体：市町、栃木県土地改良事業団体連合会等 

・事 業 内 容：防災重点農業用ため池に係るハザードマップの作成支援

及び「とちぎため池保全サポートセンター」の運営補助 

 ・実施予定数：２地区(新規２) 

 ・負 担 割 合：国 10/10 

 

(6) 農業用ため池防災減災対策推進事業費 (補助)        807,500  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

・事 業 内 容：防災重点農業用ため池の機能診断(劣化状況、地震・豪

雨耐性評価)及び機能保全計画の策定支援 

 ・実施予定数：12 地区(新規 12) 

 ・負 担 割 合：国 10/10 

 

(7) 防災重点農業用ため池緊急整備事業費 (補助)             82,000  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：防災重点農業用ため池の防災工事、廃止工事及び監視・

管理体制強化のための観測機器等の設置支援 

 ・実施予定数：５地区(新規５)  

 ・負 担 割 合：国 5/10[5.5/10]、県 2.5/10、地元 2.5/10[2/10] 

国 10/10             

※[ ]過疎、山振、特農等の場合 

 

９ 農地・農業用施設災害 

復旧事業費 

                    [継続] 

 

  予 算 額      33,500 

     国 庫       33,500 

     特 定       

     一 財      

 

 

 豪雨等により被災した農地や農業用排水施設等の復旧工事を支援する。 

 

(1) 農地災害復旧事業費 (補助)                  8,000  

 ・事 業 主 体：県、市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：耕作の用に供されている農地の復旧 

 ・負 担 割 合：国 5/10～ 

 

(2) 農業用施設災害復旧事業費 (補助)                     25,500  

 ・事 業 主 体：県、市町、土地改良区等 

 ・事 業 内 容：受益者２戸以上の農業用用排水施設や農道の復旧 

 ・負 担 割 合：国 6.5/10～ 

 



 

 

農地整備課  

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

10 土地改良区体制強化事業 

費 

  [継続] 

  

  予 算 額    23,862 

     国 庫    12,806 

     特 定           

     一 財    11,056 

 

 

土地改良区の機能や役割が効率的・効果的に発揮できるよう、総合的な

支援を行う。 

 

(1) 施設・財務管理強化対策事業費 (補助)             19,304         

 ・事 業 主 体：栃木県土地改良事業団体連合会 

 ・補 助 内 容：土地改良施設診断や管理指導、土地改良相談業務、 

財務管理強化に関する指導（複式簿記会計サポート 

センターの設置等）、監査実務等向上研修等 

 ・実施予定数：診断 170 施設(定期 110、要請 60) 

  ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

国 10/10 

 

(2) 受益農地管理強化対策事業費 (補助)           4,558  

 ・事 業 主 体：栃木県土地改良事業団体連合会 

  ・補 助 内 容：換地事務の指導や換地技術の向上研修等 

  ・実施予定数：指導６地区、研修６日 

 ・負 担 割 合：国 5/10、県 5/10 

 

 

11 県単農業農村整備事業費 

[継続] 

 

予 算 額    247,420 

     国 庫 

     特 定       

     一 財     247,420 

 

農業生産の効率化やコストの低減を図るため、市町等が実施する小規模

な農業生産基盤等の整備を支援する。 

 

(1) 農業生産基盤整備事業費 (補助)              219,301  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・補 助 内 容：農業用用排水施設、農道等の整備 

 ・実施予定数：51 地区 

 ・負 担 割 合：下表のとおり 

  

(2) 農業用施設管理事業費 (補助)                 22,619  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・補 助 内 容：用水機場等の施設機能回復に向けた整備補修 

 ・実施予定数：13 地区 

 ・負 担 割 合：下表のとおり 

 

(3) 地域資源保全事業費 (補助)                   5,500  

 ・事 業 主 体：市町、土地改良区等 

 ・補 助 内 容：伝統的農業用施設の整備・保全 

 ・実施予定数：１地区 

 ・負 担 割 合：下表のとおり 

 

 

 

 

 

 

 



 

農地整備課  

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

 

 

                                          (単位：％) 

負 
 

担 
 

割 
 

合 

事 業 名 県 市町村 地元 

農業生産基盤整備事業費    

 
 

農道整備 
40-20 

(50-30) 
20 

40-60 
(30-50) 

かんがい排水施設 35〔45〕 20 45〔35〕 

農業用施設管理事業費 35『50』 20 45『30』 

地域資源保全事業費 50 20 30 

※ (  ) ：過疎、山振 

※〔 〕：旧市町村単位の林野率 50％以上の地域 

※『 』：農地防災 

 

 

 

12 国営造成施設管理事業費 

[継続] 

 

   予 算 額   311,958 

     国 庫       90,399 

     特 定      154,258 

     一 財       67,301 

 

 

国営事業により造成されたダムや頭首工、用排水機場を円滑かつ適正に

管理するとともに、施設管理に携わる土地改良区等の管理体制の整備を促

進する。 

 

(1) 深山・板室ダム管理事業費               123,055  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：深山ダム・板室ダムの管理及び改築工事 

 ・負 担 割 合：国 4/10、県 3.6/10、地元 2.4/10(公共分に限る) 

 ・共同事業者：国、県企業局、電源開発㈱ 

  

(2) 基幹水利施設管理事業費                101,840  

 ・事 業 主 体：県、市町 

 ・事 業 内 容：頭首工及び揚排水機場の点検整備及び補修工事等 

 ・実施予定数：７地区(10 施設) 

        岡本頭首工、西岩崎頭首工、太田頭首工、勝瓜頭首工、 

        福原揚水機場、森田頭首工、森田揚水機場、 

塩田調整池、塩田揚水機場及び邑楽東部第１排水機場 

・負 担 割 合：国 3/10、県 3/10、地元 4/10 

 

(3) 国営造成施設管理体制整備促進事業費(管理体制整備型)     87,063  

 ・事 業 主 体：県、市町 

 ・事 業 内 容：整備計画の更新や管理体制整備の推進活動 

 ・実施予定数：５地区 

 ・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、市町 2.5/10 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

農地整備課 

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

13 国営土地改良事業負担金 

[継続] 

 

   予 算 額   437,667 

     国 庫        

     特 定       

     県 債      433,000 

   一 財        4,667 

 

 

湛水被害の軽減及び基幹的農業水利施設の機能回復、保全を図るため、

用排水施設を改修・整備する国営土地改良事業の事業費を負担する。 

 

(1) 国営かんがい排水事業栃木南部地区                      418,000  

 ・事 業 主 体：国 

 ・負 担 割 合：国 6.7/10、県 1.9/10、地元 1.4/10 

・事 業 工 期：H28～R7 

 

(2) 国営施設応急対策事業鬼怒川南部地区                     19,667  

 ・事 業 主 体：国 

 ・負 担 割 合：国 6.7/10、県 1.9/10、地元 1.4/10 

・事 業 工 期：R2～R10 

 

 

14 農村防災力強化事業費 

[一部新規] 

 

   予 算 額    16,147 

     国 庫        1,425 

     特 定       

     県 債       

   一 財       14,722 

 

農村とその下流域における水害リスクの軽減を図るため、河川流域の関

係者が一体となり、営農への影響に配慮しながら、農村地域における雨水

流出抑制対策を推進する。 

  

(1) 農村地域雨水流出抑制対策事業費[一部新規]        14,008  

  ①  基本指針策定検討会運営事業費                          192   

   ・事 業 主 体：県 

   ・事 業 内 容：流域関係者や学識経験者による雨水流出抑制対策基本指

針の策定に向けた検討 

②  基本指針策定委託費 (委託)                         13,600 

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：基本指針の策定に必要な流域の状況把握や流出解析等の

調査を実施 

③  流域別協議会運営事業費[新規] (補助)                  216 

・事 業 主 体：関係する市町や土地改良区等による協議会 

・補 助 対 象：雨水流出抑制対策の実施時期や費用負担など、流域関係

者の合意形成の促進に向けた協議会の取組 

・補  助  率：1/2 

 

(2) 農業用ため池治水活用促進事業費[新規]                2,139  

①  農業用ため池治水活用推進事業費 (補助)             

 ・事 業 主 体：土地改良区等 

・補 助 対 象：土地改良区等が行う農業用ため池の低水管理の取組 

・実施予定数：15 地区 

・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、市町 2.5/10 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

農地整備課 

 (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

15 土地改良指導費 

[一部新規] 

 

    予 算 額     2,865 

     国 庫           

     特 定       

   一 財         2,865 

 

 

土地改良区等の運営の適正化を図るための検査・指導等を行う。 

 

(1) 土地改良区等検査・指導経費                   60  

  土地改良法に基づく土地改良区等の検査及び指導等 

 

(2) 土地改良事業の専門技術者調査委託費 (委託)        1,305               

  土地改良事業計画等の審査に必要な専門技術者の調査報告書の作成 

 

(3) 土地改良区等検査体制強化事業費[新規] (委託)       1,500               

検査体制の更なる充実・強化に向けた土地改良区検査専門員の設置 

 

 

16 栃木の米づくりプロジェ 

  クト推進事業費 

(一部再掲)[新規] 

 

予 算 額       900 

     国 庫           450 

     特 定       

   一 財           450 

 

 

 スマート農業技術の導入効果の最大限発揮に向けて、省力化技術の情報

発信や研修会を通して、農業者や土地改良区等へその必要性や効果などの

理解促進を図り、省力化技術を導入した基盤整備を推進する。 

 

(1) 次世代型生産基盤技術導入加速化事業費              900  

 ・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：省力化技術のＰＲ動画の作成・配信と普及啓発研修会の

開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

農地整備課  

【令和３(2021)年度補正予算(繰越分)】                      (単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

１ 農地整備事業費 

[TPP 等関連施策] 

  

   予 算 額   2,031,000 

     国 庫     1,019,250 

     特 定     403,200 

   県 債     396,000 

     一 財     212,550 

 

 

 ＴＰＰ等関連対策を踏まえ、担い手の経営規模拡大や収益力向上を図る

ため、営農の効率化や生産コストの低減に資する基盤整備を実施する。 

 

(1) 農地整備事業費(経営体育成型)                        2,001,000  

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：区画整理 78.5ha 等 

・実施予定数：14 地区(継続 14) 

・負 担 割 合：国 5/10、県 3/10、地元 2/10 

 

(2) 農地整備事業費(機構関連型)                             30,000  

・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：道路工 460m 

・実施予定数：１地区(継続) 

・負 担 割 合：国 6.25/10、県 2.75/10、地元 1/10 

  

 

２ 農村地域防災減災事業費 

 [国土強靱化対策] 

 

   予 算 額    238,132 

     国 庫   207,922 

     特 定      5,372 

   県 債    24,000 

     一 財        838 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 集中豪雨等による災害発生を未然に防止するため、農業水利施設の整

備・補修、及び防災重点農業用ため池等の防災対策を実施する。 

 

(1) 農業用河川工作物応急対策事業費                 67,132  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：治水上課題のある農業用河川工作物(頭首工、水門、 

樋管等)の整備・補強 

 ・実施予定数：２地区(継続２) 

 ・負 担 割 合：国 5.5/10、県 3.7/10、地元 0.8/10 

  

(2) 農業用ため池防災減災対策推進事業費                171,000  

 ・事 業 主 体：市町 

 ・事 業 内 容：防災重点農業用ため池の機能診断（劣化状況評価、 

地震・豪雨耐性評価）及び機能保全計画の策定支援 

 ・実施予定数：４地区(新規４) 

 ・負 担 割 合：国 10/10 

 

 

３ 水利施設整備事業費 

[国土強靱化対策] 

 

   予 算 額   396,000 

     国 庫   197,000 

     特 定    105,500 

   県 債    93,000 

     一 財        500 

 

 

 水管理の合理化・省力化による農業生産性の向上を図るとともに、激

甚・頻発化する豪雨災害等に対応して老朽化対策等を進めるため、農業水

利施設の補修・更新整備を実施する。 

 

(1) 基幹水利施設ストックマネジメント事業費        104,000  

 ・事 業 主 体：県 

・事 業 内 容：基幹的農業水利施設の整備・改修等 

・実施予定数：２地区(継続２) 

・負 担 割 合：国 5/10、県 2.5/10、地元 2.5/10 

 

 

 

 



農地整備課 

(単位：千円) 

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

 

 

 

(2) 水利施設整備事業費(農地集積促進型)                 292,000  

 ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：担い手への農地集積・集約化に資する農業水利施設の整

備・更新等 

 ・実施予定数：２地区(継続２) 

 ・負 担 割 合：国 5/10［5.5/10］、県 2.5/10、地元 2.5/10［2/10］ 

        ※［ ］過疎、山振、特農等の場合 

 

 

 

４ 農業農村整備事業計画調 

査費 

[国土強靱化対策] 

 

   予 算 額    26,000 

     国 庫     26,000 

     特 定     

     一 財     

                   

 

 

 

 

 激甚化・頻発化する豪雨災害等に備え早急に整備を要する農業水利施設の

防災・減災対策を計画的に進めるため、溢水被害が発生している排水路の改修

に向けて事業計画書を作成する。 

 

土地改良事業計画調査費(国庫・委託)                       26,000  

 (農村地域防災減災事業)                   

  ・事 業 主 体：県 

 ・事 業 内 容：県営農村地域防災減災事業の採択に必要となる事業計画 

書を作成するための基礎調査や計画設計等 

 ・実施予定数：１地区(新規) 

 ・負 担 割 合：国 10/10 

 

 


